
平成22年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

部局名 総務部

課室名 財政課

款 項 目

2 1 14

臨／経 事　業　名 事業内容（主な経費等）
決算額

（千円）
財源内訳

頁

事務事業名称目　　　名

事
業
概
要

国・県支出金 市債 その他 一般

目
的

対
象

行革推進事業行政改革推進費
予算

 ○行革推進事業・・・①大分県下類似団体等行政改革連絡会議
　　　　　　　　　　　　　　 ②各種セミナーの参加
　　　　　　　　　　　　　　 ③権限移譲ワーキンググループ会議の出席
 
 ○行政評価推進事業・・・事務事業評価の実施　　［対象：地方公営企業会計（病院会計、水道会計）を除く全事務事業］
 
 ○集中改革プラン進捗管理事業・・・行政改革に関する審議会での調査・審議・答申等　　［対象：行政改革審議会］

市民
合併による財政支援（合併算定替）の終了に対応するため、「協働のまちづくり」を推進することによ
り、「普通市」として持続可能な財政基盤の確立を図るとともに、次世代に対して安心を渡す

決算書

82

①未開催、②２回、
③２回 需用費

800経常 行政評価推進事業
評価件数（867事業）

需用費 219

864

219

経常 行革推進事業

132 56経常
集中改革プラン
進捗管理事業

第２期プランの策定
（期間：H22～H26） 報酬 56

計 283 0 0 0 283

予算現額
（千円）

996

評価

3

3

2

8



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２０～Ｈ２２（決算額）、Ｈ２３（予算現額） ６．H24年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

成
果
指
標

指標名

数値

経常的経費の削減額

１１．８億円

目
標
年
度

Ｈ２６

a 給与費の削減額 ｂ 公債費の削減額 ｃ その他経費の削減額

数値

活
動
指
標 目標 ３．７億円 目標 ４．７億円 目標 ３．４億円 目標 ３．６億円

ｄ 増嵩対象の増加額指標

億円
億円

－
a

給与費の
削減額

億円
－ －

成果指標名 単位 活動指標名 単位 Ｈ２０

0.8－ 億円

26.3 ％－

うち経常経費 480 285 283 91

0.9 億円

％

決 算 額 （千円）
Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

480 285

－ － 25.0

283 91

ｄ
増嵩対象
の増加額

億円
－ －

事業費に係る人件費 16,980 17,066 13,139 8,600

うち経常 480 285 283 91

財
源
内
訳

県　　費

市　　債

５ヵ年削減計画において、消耗
品費、通信運搬費を削減する
計画であるため

国　　費

そ の 他

一般財源

着眼点

その他経
費の削減
額

b
公債費の
削減額

億円

Ｈ２２

3.1

－

Ｈ２０ Ｈ２１

－

－

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3

3.0 億円

－

億円

3

1

財政基盤の確立のために必要である
ため

法令等の定めはないが、市が責任を
持って実施しなくてはならないため

市全体に関わることであるため

285 283 91

分析根拠分析

－

経常的経費の削減額

事業の方向性

継続

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断

削減目標達成のために必要不可欠な
手法であるため

年度毎の目標設定は行っておらず、
H26年度の決算において明らかにな
る

評価内容

行政改革集中改革プランの達成に向け努力すること

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認 3

－

63.8 ％

21.6 ％

指標の設定理由

第２期豊後大野市集中改革プランにおける削減目標額であるため

－

Ｈ２１ Ｈ２２

480

－ 0.2 億円

－ － 5.9
c

市民説明会を実施するとともに、行政内部では、事務事業評価、公共
施設の整理統廃合、補助金交付基準の完全実施等の取組を進める

方向性

理由

減額

－

％

課題

行政改革が計画通り実行できなければ、財政再生団体となることが明
らかな状況においても、市全体として旧態依然の感覚から抜け出せて
いない

対応（改善点等）

3

3

33

1
0

1

2

3
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分析グラフ


